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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期
第１四半期
連結累計期間

第７期
第１四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2020年10月１日
至　2021年９月30日

売上収益 (千円) 346,275 502,145 1,702,058

営業利益 (千円) 846 48,567 111,378

税引前四半期（当期）利益又は損失(△） (千円) △4,418 50,357 105,821

親会社の所有者に帰属する四半期（当期）利益

又は損失（△）
(千円) △5,275 41,603 75,132

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）包括利益
(千円) 7,749 43,971 68,631

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 117,731 1,832,112 570,850

資産合計 (千円) 1,343,665 2,620,952 1,342,891

基本的１株当たり四半期（当期）利益

又は損失（△）
(円) △0.99 4.99 11.73

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 (円) － 4.94 －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 8.76 69.90 42.51

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 16,579 108,887 209,336

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △4,268 △1,989 △486,016

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △18,449 1,175,448 279,342

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 (千円) 476,306 1,787,194 500,061

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいております。

３．第６期第１四半期連結累計期間及び第６期の希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、2021年９

月期末時点では、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．千円未満を四捨五入して記載しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において判断したものであります。

（１）経営成績等の状況の概要

　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概

要は次のとおりであります。

 

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染者数の減少を受けて緊急事態宣

言が2021年９月末に解除となり、経済活動の再開に伴う景気回復への期待が強まっておりましたが、新型変異

株であるオミクロン株の世界的感染拡大が続き、国内においても今後、第６波の再拡大の懸念が生じ先行きは

依然不透明な状況が続いております。

　こうした事業環境において、当社グループがサービスを提供するハイブリッド型サービス関連市場において

は、企業のＩＴ投資意欲は限定的ながらも、コロナ禍での新しい戦略的で厳選されたＩＴ需要や働き方改革・

人手不足への対応や自動化・効率化・省力化等システム投資への需要の高まりが見られました。このような状

況の中、当社グループは2021年12月23日に東京証券取引所へ新規株式公開を果たし、主力事業分野であるス

トック型サービス事業の受注活動の促進を図り、受注件数、受注単価及び品質の向上に努めてまいりました。

　この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上収益は502,145千円（前年同期比45.0％増）、

営業利益48,567千円（前年同期は、846千円の営業利益）、税引前四半期利益50,357千円（前年同期は、4,418

千円の税引前四半期損失）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は41,603千円（前年同期は、5,275千円の

親会社の所有者に帰属する四半期損失）となりました。

　なお、当社グループはハイブリッド型サービスの単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略

しております。

 

（２）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における資産、負債及び資本の状況は次のとおりであります。

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,278,061千円増加し、

2,620,952千円となりました。これは主に、現金及び現金同等物が1,287,133千円、その他の流動資産が13,873

千円増加した一方で、営業債権及びその他の債権が15,309千円減少したことによるものです。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ16,800千円増加し、788,840千

円となりました。これは主に、営業債務及びその他の債務が70,756千円、その他の金融負債が7,978千円増加

したことによるものです。

 

（資本）

　当第１四半期連結会計期間末における資本合計は、前連結会計年度末に比べ1,261,262千円増加し、

1,832,112千円となりました。これは主に、資本金が619,896千円、資本剰余金が602,887千円増加したことに

よるものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前連結会計

年度末より1,287,133千円増加し、1,787,194千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以

下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間において営業活動により獲得した資金は、108,887千円となりました（前年同期

は16,579千円の獲得）。これは主に、税引前四半期利益を50,357千円、減価償却費及び償却費を29,807千円計

上したこと、及び営業債務及びその他の債務の増加73,504千円があったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、1,989千円となりました（前年同期は

4,268千円の使用）。これは主に、有形固定資産の取得による支出2,190千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間において財務活動により獲得した資金は、1,175,448千円となりました（前年同

期は18,449千円の使用）。これは主に、新株の発行による収入1,175,892千円によるものであります。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（５）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績、及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（６）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更

はありません。

 

（７）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について

重要な変更はありません。

 

（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資本の財源

　当社グループは設備投資や運転資金のために、最適な資金確保と流動性の保持及び健全な財政状態を維持す

ることを財務方針としております。

　資金の流動性については、現金及び現金同等物に加え、金融機関とコミットメントライン契約を締結してお

り、成長を維持するために必要とされる十分な流動性を確保していると考えております。

 

②資金の流動性

　資金の流動性については、「（３）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日)

提出日現在発行数（株）
（2022年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,758,148 10,958,148
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は100株であります。

計 10,758,148 10,958,148 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2022年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．2022年１月19日を払込期日とするオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割当

増資により、発行済株式総数が200,000株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストック・オプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2021年12月23日

（注）１
2,600,000 10,043,748 598,000 823,297 598,000 818,297

2021年10月１日～

2021年12月31日

（注）２

714,400 10,758,148 21,896 845,193 － 818,297

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　500円

引受価格　　460円

資本組入額　230円

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．2022年１月19日を払込期日とするオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割当

増資により、発行済株式総数が200,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ46,000千円増加しておりま

す。
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,757,900 107,579

議決権内容に何ら限定の

ない当社における標準と

なる株式であります。単

元株式数は100株となっ

ております。

単元未満株式 普通株式 248 － －

発行済株式総数  10,758,148 － －

総株主の議決権  － 107,579 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。なお、要

約四半期連結財務諸表等の金額については、特段の記載がある場合を除き、千円未満を四捨五入表示しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年10月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：千円）

 注記
前連結会計年度

(2021年９月30日)
 
当第１四半期連結会計期間

(2021年12月31日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  500,061  1,787,194

営業債権及びその他の債権  221,468  206,159

その他の流動資産  104,946  118,819

流動資産合計  826,476  2,112,173

非流動資産     

有形固定資産  44,883  40,640

使用権資産  379,453  376,786

無形資産  20,646  20,032

その他の金融資産 11 44,683  46,476

繰延税金資産  16,491  14,809

その他の非流動資産  10,259  10,036

非流動資産合計  516,415  508,779

資産合計  1,342,891  2,620,952

     

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  136,409  207,164

借入金  30,000  30,000

リース負債  89,976  92,315

その他の金融負債  41,653  49,630

未払法人所得税  23,852  6,887

引当金  5,682  5,584

その他の流動負債  97,350  54,801

流動負債合計  424,922  446,381

非流動負債     

リース負債  338,416  333,479

引当金  8,702  8,980

非流動負債合計  347,119  342,459

負債合計  772,041  788,840

資本     

資本金 ７ 225,297  845,193

資本剰余金 ７ 227,772  830,659

利益剰余金  61,533  103,135

その他の資本の構成要素  56,248  53,124

親会社の所有者に帰属する持分合計  570,850  1,832,112

資本合計  570,850  1,832,112

負債及び資本合計  1,342,891  2,620,952
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2020年12月31日）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

売上収益 ９ 346,275  502,145

売上原価  △239,461  △323,778

売上総利益  106,814  178,367

販売費及び一般管理費  △115,438  △128,187

その他の収益  16,955  7,571

その他の費用 ６ △7,484  △9,183

営業利益  846  48,567

金融収益  2,215  5,045

金融費用  △7,480  △3,255

税引前四半期利益（△は損失）  △4,418  50,357

法人所得税費用  △857  △8,754

四半期利益（△は損失）  △5,275  41,603

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  △5,275  41,603

四半期利益（△は損失）  △5,275  41,603

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（△は損失）（円） 10 △0.99  4.99

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 10 －  4.94
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円）

 注記

前第１四半期連結累計期間

（自　2020年10月１日

至　2020年12月31日）

 

当第１四半期連結累計期間

（自　2021年10月１日

至　2021年12月31日）

四半期利益（△は損失）  △5,275  41,603

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  13,024  2,369

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  13,024  2,369

税引後その他の包括利益  13,024  2,369

四半期包括利益  7,749  43,971

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  7,749  43,971

四半期包括利益  7,749  43,971
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

        （単位：千円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

その他の資本の構成要素

合計
 

在外営業
活動体の
換算差額

新株
予約権

合計

2020年10月１日時点の残高  40,000 35,000 △13,599 6,897 39,770 46,667 108,068 108,068

四半期損失（△）  － － △5,275 － － － △5,275 △5,275

その他の包括利益  － － － 13,024 － 13,024 13,024 13,024

四半期包括利益合計  － － △5,275 13,024 － 13,024 7,749 7,749

株式報酬取引  － － － － 1,914 1,914 1,914 1,914

所有者との取引額合計  － － － － 1,914 1,914 1,914 1,914

2020年12月31日時点の残高  40,000 35,000 △18,875 19,922 41,685 61,606 117,731 117,731

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

        （単位：千円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

その他の資本の構成要素

合計
 

在外営業
活動体の
換算差額

新株
予約権

合計

2021年10月１日時点の残高  225,297 227,772 61,533 396 55,852 56,248 570,850 570,850

四半期利益  － － 41,603 － － － 41,603 41,603

その他の包括利益  － － － 2,369 － 2,369 2,369 2,369

四半期包括利益合計  － － 41,603 2,369 － 2,369 43,971 43,971

新株の発行 ７ 598,000 590,420 － － － －
1,188,42

0

1,188,42

0

株式報酬取引  － － － － 6,973 6,973 6,973 6,973

新株予約権の行使 ７ 21,896 12,466 － － △12,466 △12,466 21,896 21,896

所有者との取引額合計  619,896 602,887 － － △5,493 △5,493
1,217,29

0

1,217,29

0

2021年12月31日時点の残高  845,193 830,659 103,135 2,765 50,360 53,124
1,832,11

2

1,832,11

2
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
至　2020年12月31日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益（△は損失）  △4,418  50,357

減価償却費及び償却費  30,639  29,807

減損損失  6,650  －

株式報酬費用  1,914  6,973

金融収益  △589  △1,104

金融費用  7,480  3,255

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  7,917  13,996

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  26,800  73,504

引当金の増減額（△は減少）  △395  △98

その他  △41,137  △41,204

小計  34,861  135,488

利息及び配当金の受取額  103  271

利息の支払額  △7,431  △3,199

法人所得税の支払額  △10,954  △23,673

営業活動によるキャッシュ・フロー  16,579  108,887

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △831  △2,190

無形資産の取得による支出  △4,456  －

その他  1,019  201

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,268  △1,989

財務活動によるキャッシュ・フロー     

リース負債の返済による支出  △18,449  △22,340

新株の発行による収入 ７ －  1,175,892

新株予約権の行使による収入 ７ －  21,896

財務活動によるキャッシュ・フロー  △18,449  1,175,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △6,138  1,282,346

現金及び現金同等物の期首残高  485,761  500,061

現金及び現金同等物に係る換算差額  △3,317  4,787

現金及び現金同等物の四半期末残高  476,306  1,787,194
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ハイブリッドテクノロジーズ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その

登記されている本社及び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト（https://hybrid-technologies.co.jp/）で

開示しております。2021年12月31日に終了する３ヶ月間の当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会

社（以下「当社グループ」という。）から構成されております。

　前連結会計年度末において当社の親会社であったSoltec Investments Pte. Ltd.は、2021年12月23日における

当社の新株発行により議決権比率が低下した結果、2021年12月31日時点では、その他の関係会社に変更されてお

ります。

　当社グループは、ハイブリッド型サービスによる単一セグメントで構成されております。

 

２．作成の基礎

(１）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第

93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2022年２月14日に代表取締役社長チャン バン ミン及び取締役CFO平川 和真に

よって承認されております。

 

(２）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を

基礎として作成しております。

 

(３）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、千円未満を

四捨五入して表示しております。

 

３．重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これら

の見積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係

る連結財務諸表と同様であります。

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び仮定は、前連結会計年度に記載した内容

から重要な変更はありません。

 

５．セグメント情報

　当社グループは、単一セグメントのため、記載を省略しております。
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６．非金融資産の減損損失

　当社グループは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位でグルーピングを行っ

ております。なお、遊休資産及び処分予定資産については、個別資産別に減損損失の認識の判定を行っておりま

す。

　前第１四半期連結累計期間において、減損損失が6,650千円発生しております。減損損失は、要約四半期連結

損益計算書の「その他の費用」に含めております。

 

　減損損失を認識した主要な資産は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間(自　2020年10月１日　至　2020年12月31日)

用途 場所 種類 報告セグメント 減損損失（千円）

本社賃貸ビル 東京都中央区 建物附属設備 ハイブリッド型サービス 6,650

 

　・本社事業用ビル

建物附属設備    6,650千円

　東京都中央区の本社賃貸ビルは、事業環境の変化に伴い一部縮小予定となったため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額いたしました。なお、回収可能価額は使用価値により測定し、その価値を零として備忘価

額まで減額しております。

 

当第１四半期連結累計期間(自　2021年10月１日　至　2021年12月31日)

　該当事項はありません。

 

７．資本及びその他の資本項目

　授権株式数及び発行済株式総数の増減は以下のとおりであります。

（単位：株）
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2020年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

授権株式数 100,000,000 29,000,000

発行済株式総数   

期首残高 5,350,000 7,443,748

期中増加（注）２、３ － 3,314,400

期末残高 5,350,000 10,758,148

（注）１．当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式であり、発行済株式は全額払込

済みとなっております。

２．新株予約権の行使により発行済株式総数が、714,400株増加しております。

３．当社は2021年12月23日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。上場にあたり、2,600,000株の

新株を発行し、資本金が598,000千円、資本剰余金が590,420千円それぞれ増加しております。
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８．配当金

（１）配当金支払額

前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

９．売上収益

　当社グループは、ハイブリッド型サービスによる単一事業分野において事業活動を行っており、注記「５．セ

グメント情報」に記載の通り、セグメント情報の開示は省略しております。なお、当社グループの売上収益は全

て顧客との契約から生じたものであります。

　当社グループは、ハイブリッド型サービスによる売上収益を「ストックサービス」と「フローサービス」の２

分野で評価しており、サービスごとの売上収益の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）

売上収益の区分
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2020年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2021年12月31日）

ストックサービス 297,239 486,163

フローサービス 49,035 15,982

合計 346,275 502,145

 

10．１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

なお、当社株式は、2020年12月31日では、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、前第１四半期連結累

計期間の希薄化後１株当たり四半期利益については、記載しておりません。

 

（第１四半期連結累計期間）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

又は損失（△）（千円）
△5,275 41,603

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（千円） － －

基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期

利益の計算に使用する四半期利益又は損失（△）（千円）
△5,275 41,603

加重平均普通株式数（千株）

普通株式増加数

　新株予約権（千株）

希薄化後の加重平均普通株式数（千株）

5,350 8,335

  

－ 94

－ 8,428

基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）（円）

希薄化後１株当たり四半期利益（円）

△0.99 4.99

－ 4.94
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11．金融商品の公正価値

(１）償却原価で測定される金融商品

　償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。
 

（単位：千円）

 

前連結会計年度
 （2021年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

その他の金融資産 44,683 50,154 46,476 51,864

（注）短期金融資産、短期金融負債については、公正価値は帳簿価額と近似しているため、上表に含めておりません。

 

　上記の金融商品の公正価値の測定方法は、以下のとおりであります。

 

（その他の金融資産）

　敷金及び保証金により構成されており、契約期間に応じて国債の利回り等適切な指標で割り引く方法により、公

正価値を見積っており、レベル２に分類しております。

 

(２）公正価値で測定される金融商品

　該当事項はありません。

 

12．関連当事者

前第１四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）

（単位：千円）

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

親会社
Evolable Asia Co., Ltd.

（注４）
事業の譲り受け（注３） － 446,987

その他の関係会

社の子会社
C2C Pte. Ltd. ハイブリッド型サービスの受注 6,747 19,648

（注）１．関連当事者との取引は、個別に交渉の上、決定しております。

２．債権に対して貸倒引当金は設定しておりません。

３．2019年4月1日付で、Evolable Asia Co., Ltd.より、Evolable Asia Co., Ltd.が行っていたソフトウェア開

発事業を譲り受けております。

４．2021年３月31日における当社の第三者割当増資、及び当社株式の譲渡により、Soltec Investments Pte.

Ltd.は、当社に対する実質的な支配を有することになり、当社の親会社は株式会社エアトリ及びEvolable

Asia Co., Ltd.からSoltec Investments Pte. Ltd.に変更されております。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。
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13．後発事象

　当社株式は、2021年11月18日に株式会社東京証券取引所の承認を得て、2021年12月23日に株式会社東京証券取

引所マザーズ市場に上場しております。当社は上場に当たり2021年11月18日及び2021年12月３日開催の取締役会

においてオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連して第三者割当増資を決議し、2022年１月19日

に払込が完了しました。

　この結果、資本金は891,193千円、発行済株式総数は10,958,148株となっております。

 

（１）オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割当増資

①発行する株式の種類及び数：普通株式　200,000株

②割当価格：１株につき　460円

③払込金額：１株につき　391円（会社法上の払込金額）

④資本組入額：１株につき　230円

⑤資本組入額の総額：46,000千円

⑥割当価格の総額：92,000千円

⑦払込期日：2022年１月19日

⑧割当先：株式会社SBI証券

⑨資金の使途：人材を安定的、かつ機動的に確保するための採用費及び市場における社会的信用度・知名度の

向上、顧客基盤拡大のためのマーケティング投資に充当する予定であります。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年２月14日

株式会社ハイブリッドテクノロジーズ

取締役会　御中

 

監査法人東海会計社

愛知県名古屋市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　　　大国　光大

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　　　古薗　考晴

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイブ

リッドテクノロジーズの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年10月

１日から2021年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年10月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半

期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記につい

て四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ハイ

ブリッドテクノロジーズ及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

強調事項

　後発事象に記載されているとおり、会社は、2021年11月18日及び2021年12月３日開催の取締役会において、オーバーア

ロットメントによる株式の売出しに関連して、第三者割当増資による募集株式の発行を決議し、2022年１月19日に払込が

完了している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表の

表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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